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1．はじめに 

 2004年新潟県中越地震，2007年新潟県中越沖地震，

2011年東北地方太平洋沖地震などの地震が発生した際

に，人的被害や建物被害に加え道路ネットワークやライ

フライン等にも多大な影響が生じた．また，中央防災会

議では，南海トラフ巨大地震や首都直下地震も近い将来

発生すると予想している1)．道路ネットワークは被災地

への緊急対応を司る重要なライフラインであるため，地

震後の復旧状況を予測することは災害対応策の立案に

貢献できる． 

 そこで，本研究では，震度曝露人口2), 3)の考え方を応

用した震度曝露道路延長を用いて，高速道路の復旧日数

を予測することを目的とする．既往地震の復旧状況にも

とづき，高速道路の復旧確率を予測する多重ロジスティ

ック回帰モデルを構築し，震度曝露道路延長から復旧日

数を推定することを試みる． 

2．既往地震における震度曝露道路延長の算出 

 平成17，22年度の道路交通センサスデータ4)を用いて，

GIS上に対象地域のデータを反映させた．これに震度情

報を付加させるために，対象とする地震の震度分布を重

ね合わせた（図1）．本研究では，新潟県中越地震5)，新

潟県中越沖地震5)，東北地方太平洋沖地震6)の既往3地震

を対象とした．最大速度（PGV）の空間分布を式(1)を

用いて計測震度Iに変換した7)． 

PGVI 101.82log2.42      (1) 

 震度曝露道路延長はインターチェンジ（IC）間ごとに

震度階別に集計した．また，道路構造種別ごとに集計す

るなどもした． 

3．復旧予測モデルの構築 

 統計解析システムのR
8)で，高速道路の復旧確率を予

測する数理モデルを構築することを目的に，式(2)のよ

うにロジスティック回帰分析を行った（図2）． 
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この際に，IC毎に震度曝露道路延長と開通までに要した

日数9), 10), 11)をまとめ，データフレームを作成した．本研

究では3つの説明変数を用いたモデルを仮定し，x1は震

度5弱および5強の曝露道路延長の和（km），x2は震度6

弱以上の曝露道路延長（km），開通までに要した日数を

x3とした．またpは復旧確率，b0～b3は回帰定数である． 

さらに，構築した数理モデルの説明変数に対する感度

を図3のように評価した．説明変数x1，x2の一方を固定し，

もう一方の説明変数に任意の数値を与え，復旧日数と復

旧確率の関係を比較した．震度曝露道路延長が長くなる

と，同一の復旧確率が得られるまでに要する時間が長く

なる傾向が得られ，合理的な予測値を示すことが確認で

きた．また，説明変数x2の値を変化させた時の方が，同

一の復旧確率に達するまでに要する日数の違いが大き

くなったため，震度6弱以上の曝露道路延長の方が，震

度5弱および5強の曝露道路延長よりも，復旧日数に大き

な影響を与えているものと考えられる． 

4．高速道路の復旧日数と震度曝露道路延長の関係 

 構築した復旧予測モデルを用いて，新潟県中越地震，

新潟県中越沖地震，東北地方太平洋沖地震時の関越自動

車道，北陸自動車道，東北自動車道を対象に，震災後の

高速道路の開通までに要した日数と，モデルで推定した

復旧日数を比較した．ここで，高速道路の復旧日数は，

式(2)の復旧確率pが0.5となるときのx3とした．東北地方

太平洋沖地震の際の東北自動車道の実際の復旧日数と

モデルで推定した復旧日数をIC毎に図4で比較する．実

際の復旧時間は11日および13日の区間が隣接して存在

する11)．一方，本研究の推定結果はIC間の連続性を考慮

していないため，復旧時間の長短はある程度現実に則し

ているもののばらつきが大きい予測結果となっている． 

 そこで，復旧予測モデルにおいてもIC間の連続性をあ

る程度考慮することができるように，高速道路の管理事

務所の管轄区間12)を参考に，4つ程度のIC間を一つの区

間としてまとめ，式(2)を仮定したロジスティック回帰

分析を再度行った．また，震度5強以下の曝露道路延長

は，復旧日数にあまり影響を与えないと考えられるため，

説明変数を二つとし，x1を震度6弱以上の曝露道路延長 

 キーワード 高速道路，震度曝露道路延長，復旧予測，ロジットモデル 

 連絡先 〒263-8522 千葉県千葉市稲毛区弥生町1-33千葉大学大学院工学研究科  TEL 043-290-355

 

図 1 新潟県中越地震の震度分布 

土木学会第70回年次学術講演会(平成27年9月)

 

-95-

Ⅰ-048

 



（km），x2を開通までに要する日数とした．新潟県中越

沖地震では，震度曝露道路延長の大きさの割に開通時間

が早かったため，モデルの対象から外し，新潟県中越地

震，東北地方太平洋沖地震のみを対象とした． 

 このように構築したロジットモデルを用いて，実際の

復旧時間と，モデルで算出した復旧時間を図5に示す．

図5より，概して評価すれば，実際の復旧日数とモデル

で推定した復旧日数の差が小さくなった．今後は，他の

地震への適用性の検討，構造種別ごとの復旧日数の整理

などが課題と考えられる．  

5．まとめ 

 本研究は，既往地震における高速道路の復旧時間をも

とに，復旧予測モデルを構築した．連続する4つ程度の

ICをまとめた上で予測モデルを構築すると，実際の復旧

日数を精度よく推定することが可能となることがわか

った．今後は，他の地震への適用性を評価するとともに，

復旧日数が短い地震についても推定精度が向上するよ

うなモデルを構築することを目指す． 
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図 4 実際の復旧日数と推定結果の比較（東北地方太平洋沖地震） 

 
図 5 実際の復旧日数と推定結果の比較（東北地方太平洋沖地震） 

（4つ程度の IC をまとめて評価） 

 

図 2 作成したロジットモデル 

 

図 3 ロジットモデルの検証 
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